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１．製造業構造変化の兆し
（１）アジアに追いつかれた日本
日経新聞（2001年8月9日付、朝刊）は１面トップで
「製造業49％海外移管検討」という見出しで製造業の
空洞化の加速を報じた。日経新聞社の行ったアンケー
ト調査に対して、主要製造業562社の49.1％が今後3年
以内に自社製品の海外生産比率を引き上げると答えた
のである。その内の70.7％が中国での生産増強を考え
ている。海外生産の増大に伴って、22.1％の企業が今
後3年以内に工場閉鎖も含めて国内工場の生産能力の
削減を考えているという。
我が国のメーカーの海外投資は1980年代の半ば頃か
ら活発化し、海外生産は確かに増加してきてはいた。
しかし、ここ数年の間に質が変わった。これまでの海
外投資は輸出代替、市場立地が中心で、国内のマーケ
ットを視野に入れたものは少なかった。アジアでの生
産は確かにコストではメリットがあったが、技術格差
のため品質は悪く、品質に敏感な日本のマーケットに
持ち込むことは難しかった。これが急速に変わったの
である。今やアジアの製品でも日本の市場で国内製品
と品質、性能で対等に戦える。また、中国などの産業
インフラの整備が進み、賃金の安さだけでなく、コス
ト面での優位性も高まった。この進歩には日本のメー
カーの技術指導が大いに貢献している。日本メーカー
もアジアの安いコスト条件を味方に付けなければ、国
内市場での競争にさえ勝ち残れないからである。
（２）製造のアウトソーシングが増加
日経新聞の同上の調査は製造のアウトソーシングが
増えていることも明らかにした。資本関係のない生産
受託企業に対して562社の内の31.9％はすでに生産を委
託しており、1.6％が委託する計画を持ち、5.3％は委
託する方向で検討中である。全体の１／３強がEMSな
ど生産受託企業に生産を依存しようとしている。また、
22.3％の企業が今後3年以内に国内の工場の分離・統合
を考えている。
EMS（エレクトロニクス・マニュウファクチャリン
グ・サービス）はアメリカで現れた製造業の新しいビ
ジネス・モデルである。自社独自の製品は持たず、他
社からの委託生産だけを生業とする。当然、販売機能
はない。これが信じられないくらいの安いコストで生
産を請け負って、利益を挙げる。そのような企業に自
社製品の生産を任せるメーカーが増えていると言って
いるのである。バーチャル・ファクトリー（工場を持
たないメーカー）は現実の話題となってきた。
（３）製造業は新しい時代に
この２つの現象は、これまで信じられてきた製造業
のパラダイム（経営の基本哲学と言ってもいい）が転
換し始めたことを示している。
第１は生産の技術はいかに高度なものであっても、
簡単に移植することができるようになったこと。高度
な生産技術も営々と技術開発に努めた企業だけの独占
物では最早なくなった。技術は知能化された生産機械
とコンピュータ・ソフトに体化され、移転し易くなっ
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たことと世界全体の工業技術のレベルが向上したため
である。
第２は製造業の基幹業務である製造工程を他人に依
存しても事業が成り立つ状況が生まれたこと。つまり、
製造工程が利益の源泉ではなくなりつつあること以上
に、生産そのものがメーカーの中核機能でも、必須機
能でもなくなりつつあることを意味している。メーカ
ーの利益の源泉が生産部門から研究開発とマーケティ
ングに移り始めたという認識はかなり以前からあっ
た。しかし、それでも生産があっての研究開発であり、
マーケティングであると考えられ、生産はあくまでも
メーカーの中核で必須の機能であった。
これは産業革命から続いてきた製造業の存立条件が
根本から変わり始めたことを示す兆候と見るべきであ
ろう。
２．差別化・ニッチ戦略だけでは生き　
残れない　
（１）我が国製造業が採った競争戦略
経済学者マイケル・ポーターは企業のとる競争戦略
を下図のように3つに類別した。
図１　競争戦略のパターン
日本において製造業は外貨を稼ぐことができる唯一
の産業で、昔から輸出のウエイトが高かった。この日
本の製造業はニクソン・ショック（1973年）以降、常
に円高トレンドに悩まされてきた。1977年に至る20年
間にドルに対する円の価値は4倍近くに上昇した。こ
の20年の約７割は円高が進行する期間で占められてお
り、その間に５回の急激な円高（５四半期以上連続し
て年率12％以上で円が上昇したケース）を経験してい
る。つまり、国内で発生する人件費などのコスト条件
は年と共に不利化してきたのである。このような環境
に見舞われた国の産業は他にはない。
日本の製造業にとって、このような国際経済環境の
下で「コスト・リーダー戦略」を採り難い。円高の進
行にも拘わらず、貿易黒字を拡大し得たのは、生産性
と品質の向上（生産の高度化）の努力と共に新製品の
開発と新しい製品カテゴリーの創出（製品の高度化）
に力を入れ、これが功を奏したからである。この事実
は私が統計データの分析と実態ヒアリングで確認し
た。つまり、この間、日本の製造業は「差別化戦略」
および「ニッチ戦略」によって国際競争を凌いできた
のである。
この戦略パラダイムは製造業の中に、今日でも強く
存在する。私達が平成11、12年度に行った「次世代生
産システムに関する調査研究」の結論は日本機械工業
連合会委員会の意見も反映して、国内生産では「差別
化・ニッチ戦略」を、海外生産におおいては「コス
ト・リーダー戦略」を指向すべきであるとした（下図
参照）。
図２　我が国製造業の戦略の方向
（２）製造業はコスト競争力が基本
しかし、冒頭に引用した調査が示すように、急速に
海外生産へのシフトが進み、品質のよい低価格品の輸
入が増大している昨今の状況に加えて、ハイテク新製
品の生産が短期間に海外移転される事例が増えている
ことを見ると、「差別化・ニッチ戦略」に対応する開
発工場と海外の生産拠点を技術的に支援するマザー工
場だけで国内生産の水準と雇用を維持することが果た
して可能なのか。私達の基本認識は甘かったと言うべ
きだろう。
EMSの出現は賃金水準の高い地域でも、コスト・リ
ーダー戦略が成り立つことを示した。我が国の製造業
が国内で健全に生き残るためには、製造業の原点であ
る「コスト・リーダー戦略」に立ち戻る必要があるだ
ろう。
新潟の有名な地場産業、燕と三条は隣接しているに
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も拘わらず、産業の性格が異なると言われている。燕
は高級な金属ハウスウエアをベースに最先端の金属加
工技術を育てて新しい市場を開拓してきた。企業間の
連携もよくハイテク指向である。一方の三条は刃物、
作業工具、日用雑貨といった平均的な製品の生産に終
始し、個々の企業も必ずしも特異な技術をもっている
訳ではない。燕には存在する中核企業（複数）が三条
にはない。三条は多数の産元商社が主導権を握り、域
内のメーカーは互いに激しいコスト競争を展開してき
たと言われている。したがって、燕は「差別化・ニッ
チ戦略」的、三条は「コスト・リーダー戦略」的な経
営であると見なせる。
両地域とも、アジアとの厳しい市場競争で、苦境に
立たされてはいるが、意外にも三条の方が活気がある
と言われている。三条の産業事情に詳しい石月良典氏
によれば、三条のメーカーはコストを巡ってなりふり
構わぬ仁義なき闘いを展開するとのこと。売れ筋製品
には域内の多くのメーカーが一斉に同じような製品を
作って激しい価格の叩き合いを演じる。このコストだ
けで勝ち抜こうとする飽くなき執念が三条の競争力の
源泉になっているに違いない。日本は人件費が高いか
らコストが高くて当然と諦めたら、国内に製造業は生
き残れない。
３．トータル・コストを下げる新たな
アプローチ
（１）ジャスト・イン・タイムが究極の方式ではない
工業生産システムはヨーロッパのクラフト制（第１
世代）から始まり、アメリカの大量生産方式（第２世
代）を経て日本のジャスト・イン・タイム（JIT、第
３世代）へと発展した。多様な製品を求める成熟市場
に対してJITはもっとも競争力のある生産システムと
して、日本の製造業の世界的な大躍進の原動力の一つ
となった。カンバン、カイゼン、TQCは世界の共通語
である。
上述の「次世代生産システムに関する調査研究」は、
市場の更なる多様化と変化の加速化に対応して、デジ
タル技術とネットワーク技術をベースにした柔軟俊敏
な生産システムの具体的な要件を示した。これは暗黙
の内にJITの発展型を前提にしている。
しかし、この調査研究は２つの新しい話題の持つ意
義を軽く見過ぎていたことに最近になって気付かされ
た。第１はアメリカで生まれた新しい生産管理技法
「TOC（制約条件の理論）」、第２はEMSである。TOC
はJITを越えるもの、EMSは１世代前のアメリカ型大
量生産方式への回帰である。以下、この２つの新しい
考え方の概略を私の解釈も含めて紹介し参考に供した
い。
（２）日本列島の住人だけが知らなかったTOC
＜TOCの効用＞
最近、「ザ・ゴール」という本がよく売れている。
これは新しい生産管理の考え方を小説仕立てで解説し
たものである。著者は物理学者というところがアメリ
カ的。この本が予想に反してアメリカでベストセラー
となり、世界各国でも翻訳されて、産業界で大きな話
題となった。ところがこの本の邦訳出版は今年になっ
てから。日本の出版社や翻訳者がこれまでに何度も申
し入れを行ったのだが、著者のゴールドラットが一切、
許さなかった。部分の最適化では超一流の才能を発揮
する日本人が全体の最適化手法をマスターしたら、世
界の経済が日本メーカーに蹂躙されるというのが理
由。アメリカのTOC専門家は「大野耐一氏がこのアイ
デアに気が付かなかったのが欧米の産業界にとって幸
いだった。もし気が付いていたら１／４の時間でもっ
と大きな成果を挙げただろうから」と言っていたそう
だ。アメリカで評判になったビジネス書が15年間も日
本で出版されなかった例はないとされている。
このため、世界中のビジネスマンが知っているTOC
を「日本列島の住民だけが知っていない」（アメリカ
某コンサルタント）という奇妙な現象が生じた。
TOCは極めて当然でシンプルな原理から出発して築
かれている。すなわち、
とくに「制約資源（ボトルネック）に焦点を当てて、
システム全体の最適化を目指す」ことから制約条件の
理論（TOC、制約理論、制約のマネジメント）と名付
けられた。TOCでいう制約条件は、ロジスティック分
岐（ものの流れのボトルネック）、業績システム分岐
（業績のボトルネック）、問題解決／思考プロセス分岐
（思考のボトルネック）で構成される。したがって、
TOCはものの流れに注目する単なる生産管理のツール
①　企業の究極のゴールは「現在および将来にわ
たって、金を儲けること」
②　プロセスのアウトプット（成果）は「制約資
源のキャパシティ（能力）」以上に増やすこと
はできない。
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に止まらず、業種を越えた経営管理の斬新なツールと
認識され始めている。
ジャスト・イン・タイム（JIT）は欧米でも広く採
用され、成果を挙げているが、最大の問題は成果が表
れるまでに時間がかかること。定着し成果が出るまで
に数年かかると言われる。さらに、必ずしもトヨタの
ようにいかないというケースも多い。TOCの利点は、
数ヶ月で目に見える成果が現れることである。また、
ロジックが単純であるため、適用対象が広い。生産プ
ロセスよりも思考プロセスが多く、販売戦略、プロジ
ェクト管理にも使われている。個人企業から学校、行
政機関までを含む。アメリカでの主要な導入企業は
GM、プロクター＆ギャンブル、ナショナル・セミコ
ンダクター、デルタ航空、ユナイテド航空、ボーイン
グ、ATT、フォード、ゼロックスなど。ヨーロッパ諸
国を始め世界各国の企業の導入実績も報告されてい
る。日本ではまだ少なく、富士通、日本電気などの電
子デバイス系を中心に15社程度と言われる。
コンサルタントの資料によれば、TOC導入事例82ケ
ースについての改善の効果は次のとおり。
トータルなサプライチェーンの短縮を目的にTOCを
導入した山梨日本電気（光デバイスを含めた光海底中
継機器の製造工場）の報告によれば、97年の導入時点
からの成果は次のとおりである。
以上のように、とくにリードタイムの短縮に効果を
発揮する手法と見られる。その結果、顧客満足度を向
上させて競争優位を高め、売り上げや利益の増大に繋
がる。また、仕掛りや製品在庫圧縮の効果も大きく、
これが製品のサイクルタイムが短い今の市場では、在
庫による損失の発生を抑制する。市場変化に柔軟俊敏
に対応できる生産システムの構築、すなわちサプライ
チェーンマネジメントに適した手法だと考えられる。
結果としてトータル・コストは大きく低減する。
＜ドラム／バッファー／ロープ＞
TOCの基本の一つは、プロセスのボトルネック工程
に着目して、全体最適化を図ること。制約には①物理
的な制約…能力、原材料等の投入量、②市場の制約、
③方針の制約…見方・考え方、業績評価尺度、手法な
ど。
ボトルネック工程の能力がプロセス全体（単に工場
内だけでなく調達や物流、流通も含めて）のスピード
を規定する。したがって、プロセス全体をバランスよ
く最大限のスピードで進行させるためには、①先頭工
程のスピードをボトルネック工程のスピードに合わせ
ること、②ボトルネック工程の前にはバッファーを置
きボトルネックの進行を妨げないようにすること、③
ボトルネック工程の負担を軽減する、あるいは能力を
高めるアクションをとること、が必要である。これに
よって、生産のリードタイムは短縮され、工程内仕掛
品在庫も削減される。TOCでは、しばしば軍隊の行進
を例にとって、この原理を説明する。
図３　ドラム・バッファー・ロープ・システム
バッファーには、①タイムバッファー、②スペー
スバッファーがある。製造工程ではボトルネック工程
の前に前工程の仕上がり品の在庫を置き、ボトルネッ
ク工程の後には仕上がり品を置けるスペースを設ける
ることで、前後の工程のトラブルがボトルネック工程
の作業スピードに影響を与えないようにする。
このような考え方によるプロセス・システムをドラ
ム・バッファー・ロープ（DBR）と称している。この
システムによって、プロセス全体は最大限のパフォー
マンスを発揮できるのである。どの工程がボトルネッ
クかは多種類の製品をさまざまな工程を通しながら製
造するケースでは、簡単に見付け出すことはできない。
コンピュータによるシミュレーションが必要になる。
＊生産のリードタイムの短縮：平均70％
＊納期遵守度の向上：44％
＊在庫の削減：49％
＊売り上げ、スループットの改善：63％向上
山梨日本電気の成果
・ ビジネス＝リードタイムの短縮：３日→0.5日、
仕掛り金額：半減、生産性：2.5倍
・ 発注・調達業務＝庫材金額：半減、人員減：
８人、経費減：600万円／年、調達ネック部品
（４週間以上）８％→１％
・開発～量産化＝２年→４ヶ月
・ 生産＝（01年上実績）人員減：30％、スペー
ス減：30％、仕掛り保有日：50％減
・ 経営指標＝（97年３月時（100）→01年３月）
棚卸し保有日数：34、生産リードタイム：26
先頭（原材料�
投入）�
ドラム（ボトル�
ネック工程）�
バッファー�
ロープ�
最後尾�
（出荷・納品）�
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さらに、ボトルネックは生産計画によって変わり、時
間と共に移り変わる。実際に、松下電工の某工場のシ
ミュレーションの例を見たが、到底、人の勘では対処
できない。ここでもデジタル化とコンピュータが威力
を発揮する。
＜全体最適化の鍵を握るスループット会計＞
TOCでは、価値尺度をスループットの最大化とする。
スループット会計は直接原価計算と基本的に同じだ
が、売上げは取引実現ベース、変動費は簡便的には原
材料費だけとする点で少し異なる。真の変動費以外は
すべて業務費用。仕掛かり品、製品在庫の評価は購入
原材料費だけを計上する点も伝統的な会計処理とは異
なる。
図４　スループット会計の体系
TOCにおける業績改善は：
TOCのもっとも重要なポイントは、ボトルネック工
程での単位作業時間当たりのスループットでプロセス
全体の収益性を判断する点である。すなわち、スルー
プットが全体最適化のための共通した判断基準とな
る。JITでは、必ずしも全体に共通する評価尺度を持
っていなかった。私はここにTOCのもっとも大きな特
徴と意義があると考えている。
スループット会計もダイレクト・コスティングもキ
ャッシュフローだけに着目するオペレーション・レベ
ルでの経済性評価方法（どの選択肢がもっとも儲かる
か）である。伝統的な製造原価計算に基づいて生産計
画の最適化を行うと、往々にして誤った判断をする。
このことに私も気付いて損益計画を作成する際に独自
の方法を適用していた。この種の誤りで、みすみす利
益を失っているケースは実際に多いのではないか。あ
るいは、業務改善の努力が業績の向上に結び付きにく
かったのではないか。この判断ミスがコスト高の大き
な原因を作っているのである。
＜ステップの繰り返し＞
TOCによる業務改善プロセスは５つのステップを繰
り返すことである。
これはまさに改善活動の繰り返しであって、日本の
生産管理がもっとも得意としていたところ。しかし、
改善活動で採られる手法は“ソクラテス的アプローチ”
で、日本的ではない。これは次々と質問をぶつけてい
って相手に正しい答えを見つけさせる方法で、 i f、
then、の繰り返しで本質に迫ることができるとするも
のである。
（３）なぜEMSが成り立つのか
＜低コストで成長するEMS企業群＞
製造のアウトソーシングを専門に引き受ける会社、
すなわち自社ブランドの製品を持たず、他社からの委
託で生産を行うだけの企業が出現した。これには２つ
のタイプがある。１つが半導体製品の生産を専門にし
ているファウンドリーである。ファウンドリーは中小
企業の集まりである台湾半導体業界が量産体制を築く
ために考え出した新たなビジネス・モデル。日本を除
いて欧米、韓国にも広がっている。もう１つがEMS
（エレクトロニック・マニュファクチャリング・サー
ビス）で、プリント基板の実装組立が多い。とくに注
目されるのがEMSの出現である。ここでは阿部忠彦氏
の調査研究を元にEMSに焦点を当てたい。
スループット（Ｔ）＝製品売上げ－直接材料費等
の真の変動費
在庫（Ｉ）＝購入原材料費（工程内で発生する付
加価値は加えない）
業務費用（ＯＥ）＝固定的費用（人件費、減価償
却、光熱費など）
＊Ｔを増大させる（どのようにして）
＊Ｉを減少させる（どのようにして）
＊ＯＥを減少させる…人員削減は最後の手段
主眼を置く｝
原材料購入�
業務費用の存在（OE）�
プロセス�
在庫の発生�
（Ｉ）� スループット�
発生（Ｔ）�
製品販売�
ステップ１：システムの制約資源を識別する
ステップ２：システムの制約資源を最大限に活用
する方法を決める（exploit）…段取時
間の短縮、予防保全、スループットを
最大化する製品ミックス
ステップ３：他の資源についての活動をすべてシ
ステムの制約に従属させる
ステップ４：システムの制約資源の能力を高める
（elevate)…能力アップ、アウトソーシ
ング、稼働時間増
ステップ５：ステップ４で制約が解消されたら、
ステップ１に戻る
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最近、EMSの大手ソレクトロンがソニーの中新田工
場を買収し、ソニー時代よりも遙かに安いコストでソ
ニーの生産を受託したと報じられた。ソレクトロンは
米国企業である。なぜ、アメリカの企業が日本で日本
のメーカーより安く生産ができるのか、不思議に思っ
た人も多かったに違いない。EMSはアメリカで生まれ、
低コストを武器に世界で市場を急拡大させている。91
年に200億ドル弱であったものが、2000年には1400億
ドルに達している。最近では、アジア企業も参入して
きている。低コストでも同種製品の通常の企業よりも
純利益率は高い。受託の対象となる製品もAVなど低
付加価値の量産型民生用電子機器にも拡がろうとして
いる。世界のコスト競争で早々と敗退したはずのアメ
リカ製造業の中からコスト・リーダー戦略の新しいビ
ジネス・モデルが生まれ出たことに少なからぬ感慨を
覚えるのである。
＜低コストの秘密＞
EMSの受託生産する製品は電子製品の最先端ではな
い規格量産品に概ね限られている。EMSの低コストの
秘密は生産技術の専門家の間でもごく最近までは良く
分からなかった。プリント基板のケースが多かったた
め、特別な生産技術を開発したのではないかとも言わ
れていたが、安部忠彦氏の調査研究でほぼ解明された
と考えられる。安部氏によると、ビジネス・コンセプ
トは次ぎのとおりである。
①自社ブランド製品の生産は行わず、受託生産に徹す
る。
②規格量産品の生産を複数の企業から受託して、高稼
働率で大量生産を行う。低コストを条件に自社の製
品規格を委託側の企業に受け入れさせる。
③基本設計を量産設計に転換する高度のノウハウの蓄
積を技術的強みとする。
④規格型部品・部材を大量に購入することを条件に購
入価格の大幅な値引き（ボリューム・ディスカウン
ト）を供給業者に要求する（部品調達コストの安さ
がキーを握る）。
⑤マーケティング、研究開発機能を省いて営業費・一
般管理費を大幅に削減する。粗利益率が低くても純
利益を十分に出せる費用構造を実現する（実際に粗
利益率は10％程度で、通常の電機メーカーの半分以
下でありながら、純利益率は３％強、電機メーカー
の平均より高い）。
つまり、アメリカが20世紀初めに創出した画一製品
の大量生産方式、フォードシステムを今日の環境条件
に適合させたのである。これは単なる下請ではない。
低コストを武器に委託企業に対して主導権を握り、大
量購入を武器に部品・部材メーカーにバーゲニング・
パワーを発揮する。
日本でも、エレクトロニクス、電機業界で工場を分
社化する動きが活発であるが、これも他社からの受託
生産を積極的に取り込むことで設備稼働率を高める狙
いである。
＜弱点と将来性＞
最大の弱点は、実需動向の情報が入り難い上に部
品・部材を大量に一括購入するために、大量の部品在
庫を抱え込んで損失を生ずる危険性があること。事実、
ＩＴ不況の影響で、ソレクトロンを始め多くのEMS企
業は赤字に転落した。目まぐるしく変わる今日の市場
では、あくまでも在庫は悪である。第２に技術的に成
熟した規格量産品に限られ、最先端の技術を要するハ
イテク型製品の生産には適さないこと。少なくとも日
本のメーカーはそのように評価している。第3に汎用
の大型設備を備えるため、設備投資負担が大きく、損
益分岐点が高いこと。
市場の不安定性と技術革新には適用し切れないが、
多種多様化と商品サイクルの短期化には適したビジネ
ス・モデルと見ることができよう。コストを支配する
生産性は画一製品の大量生産で原理的にもっとも高く
なることは技術が進歩しても変わらない。某大手総合
電機メーカーの生産技術者は次のように言っていた。
「理想の生産システムは作る側にとっては限りなく大
量生産で、買う側からは限りなく多種多様に見えるシ
ステム」と。
４．日本の製造業の将来像
（１）トータル・コストにはまだムダがある
この春、NHKの特集で紹介された某大手電器メー
カー工場での改革の事例を見て、JITの本家、日本に
もまだ、売れるか売れないか分からない製品を闇くも
に作り続けて仕掛品や製品の在庫の山を築いている工
場が今でもあることに愕然とした。これは１世代前の
アメリカ型大量生産方式の域である。その工場はトヨ
タ出身の技術者の指導でパフォーマンスは大幅に改善
され、中国の工場に生産移管していた製品を再び国内
に取り戻したとのこと。
コスト・リーダー戦略はサプライ・チェーン（基礎
原料から顧客まで、さらに使用済みの回収・再利用ま
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でを視野に入れて）の全プロセスで発生する費用と損
失（つまりトータル・コスト）の最小化を競うもので
ある。決して工場で計算される製造原価だけの競争で
はない。不良品や売れ残りばかりでなく、在庫もボト
ルネックの能力を上回る余計な仕事も存在価値のなく
なって手続きやルールも杜撰な計画による二度手間も
生産性の低い会議もすべてがコストの発生源である。
このことは経営者を始めマネジメントにある者は理屈
として分かっているはずである。しかし、実際にはト
ータル・コストの最小化ができていないケースは多
い。私自身、現場でいやというほどこれを見てきた。
トータル・コストの削減はプロセスを一貫した全体
最適化によって達成できる。全体最適化は個々の現場
の改善努力では不可能。全体を俯瞰した徹底的な論理
考察によってしか正しい答えは導き出せない。TOCは
その方法の一つである。EMSもトータル・コストから
発想したビジネス・モデルである。
トータル・コストにメスを入れれば、日本において
もコスト・リーダー戦略で成功できる可能性は十分に
残されているだろう。日本と比べてすべてのコスト要
素で中国が有利ではない。安い人件費も経済成長と共
に確実に上昇していく。コスト・リーダー戦略への挑
戦が国内に立地するメーカーの第１の課題である。
（２）製造業の将来の姿
知識経済（市場の不安定性は一つの特性と考えられ
ている）への転換が進む中で、これからの製造業の向
かう方向は大きく2つに別れると見られる。１つを
「自己完結型」、他の１つを「分業クラスター型」と仮
に名付ける。「自己完結型」は従来のように研究開発、
商品企画、生産、マーケティングなど基幹機能を１社
内に統合するタイプで、ここには中核企業に従属する
下請的企業群も含まれる。「分業クラスター型」は
個々の機能を専門にする企業が相互の開放的な連携に
基づいて柔軟にビジネスを展開するタイプで、製造業
の新しい様態である。このタイプに属する企業は個々
に特徴を有し、自律性が高い。EMSやファウンドリー
は生産を専門にする典型的な企業であり、ユニクロは
商品企画とマーケティングに特化した新しいタイプの
メーカーであるだろう。デジタル情報化が進むにつれ
て、分業クラスター型の活躍範囲は増え、自己完結型
に対する優位性も高まると考えられる。専門分化する
ことで知識・情報の集積効果と学習効果が高まる可能
性があるからである。
藤本隆宏氏は生産の様態を2つの製品アーキテクチ
ャーの軸、すなわちインテグラルとモジュラー（製品
設計のすり合わせの度合い）、オープンとクローズド
（部品調達の形態）のマトリックス図上の位置付けで
日本メーカーの競争ポジションを説明している。日本
のメーカーはインテグラル×クローズド領域では競争
力を発揮するが、モジュラー×オープン領域では確か
に弱い。私達も「次世代生産システム」に関する調査
研究において、これを大いに参考にした。このマトリ
ックス図の上で、製造業の2つのタイプがどの領域に
適しているかを示してみた。
図表５　製品アーキテクチャーの領域と製造業のタ
イプ
（３）メーカー経営者へのアドバイス
上述の将来像に基づけば、メーカーは、①自己完結
型メーカー、②自己完結型メーカーに従属する下請的
生産専門メーカー、③分業クラスター内で特異の専門
機能を基盤として自律するメーカー、の３種類に大別
されることになる。個々のメーカーはアーキテクチャ
ーのどの領域の中でどのタイプの企業として生きてい
くかの選択に迫られるだろう。これはもっとも基本的
な経営ビジョン、経営戦略の問題である。
自己完結型企業に従属する下請け的生産専門企業、
あるいは分業クラスターの中で生産専門で生きようと
する企業、すなわち生産という機能を拠り所とする企
業はコスト・リーダー戦略以外に選択の余地はない。
国内で事業を続けようとするなら、中国などのアジア
NIESの企業に負けないトータル・コストを実現しな
ければならない。すでに述べたように、トータル・コ
ストは全体最適化の結果である。従来のような現場で
の改良・改善の積み上げだけでは決して全体の最適化
はできない。全体が見渡せる経営トップでなければ、
やり得ない領域である。常にトップが先頭に立って、
リーダーシップを発揮しなければならない。
自己完結�
型�
インテグラル�
モジュラー�
設計軸�
調達軸� クローズド� オープン�
分業クラスター型�
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全体最適化は緻密なデータの蓄積と徹底的な論理思
考の繰り返しから生まれる。宅急便を発明して大成功
を収めたヤマト運輸の元社長　小倉昌男氏は「経営は
論理の積み重ねだ」と言っている。宅急便開発の経緯
は経営戦略の典型的な成功例であると同時に、TOC的
アプローチとEMS的アプローチが見事に絡み合った成
功の物語である。
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